（様式３）

「不利益処分」の処分基準

	不利益処分の名称
	食品表示法に基づく行政処分
食品の回収等命令及び業務停止命令

	根拠法令の

名称･根拠条項
	食品表示法第６条第８項、第15条第１項及び第５項

	所管部室課名
	健康医療部衛生管理課

	処分基準
	１　食品表示法第６条第８項の規定に基づく回収等命令
食品関連事業者等が、特定事項（アレルゲン、消費期限、食品を安全に摂取するために加熱を要するかどうかの別その他の食品を摂取する際の安全性に重要な影響を及ぼす事項として内閣府令で定めるもの）について食品表示基準に従った表示がなされていない食品を販売し、又は販売しようとする場合において、消費者の生命又は身体に対する危害の発生又は拡大の防止を図るため緊急の必要があると認めるときは、食品関連事業者等に対し、食品の回収その他必要な措置（以下「回収等」という。）をとることを命ずることができる。
消費者の生命又は身体に対する危害の発生又は拡大の防止を図るため緊急の必要があるときとは、原則としてその違反した表示内容を信頼して飲食をする消費者にアレルギー、食中毒その他飲食に起因する健康被害が発生するおそれがあり、かつ、当該食品を消費者が既に購入しているか又は購入可能な状態にあるときとする。ただし、それ以外の場合であっても消費者の生命若しくは身体に対する危害の発生又は拡大の防止を図るため緊急の必要があると認められるときは回収等を命ずることができる。
　なお、次に掲げる場合には回収等命令を行わない。
（ア）消費期限及び賞味期限に関する表示義務違反にあっては、その誤って表示された期限より前に腐敗、変敗その他の品質の劣化に伴い安全性を欠くこととなるおそれがない場合
（イ）保存方法に関する表示義務違反にあっては、その誤って表示された温度が安全性に影響を及ぼす温度より低い場合
２　食品表示法第６条第８項の規定に基づく業務停止命令
回収等命令の対象となる場合であって、製造又は加工の工程管理が不十分であるため正しい表示ができない場合や、消費期限、保存の方法等の設定に科学的根拠がなく直ちに適切な設定をすることができない場合等、食品関連事業者等が直ちに食品表示基準に適合した表示を行うことが困難であると認めるときは、一定の期間を定めて、その業務の全部又は一部の停止を命ずるものとする。この場合における業務の停止期間及び業務の範囲は、食品を摂取する際の安全性を確保した上で、必要最小限とする。
なお、食品関連事業者等が自主的に問題のある食品の販売を停止しているときは、業務停止命令を行う必要はないものとする。
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